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論 文 内 容 の 要 旨 
 
「民主化」「平等化」「個人化」「グローバル化」が進展する後期近代社会において、家族
は劇的に変化する。日本でも、「個人化」が職場や地域のみならず家族でも進行し、子ども
のいる夫婦の離婚が増加し、離婚後の親権・面会交流をめぐる両親間の紛争が増え、この
状況に応じた親権・監護法制の整備が必要とされている。また、1989 年の 1.57 ショック以
来、少子化への関心が高まり、子育て支援への有効な家族政策が模索されている。一方ス
ウェーデンでは、こうした家族変容に対応した革新的な家族政策が打ち出され、世界的に
も高く評価されている。本研究の目的は、スウェーデンにおける家族変容と家族政策の関
連性を解明し、日本の今後の家族政策のあるべき方向性を提示することにある。 
 第一部の「スウェーデンの結婚・家族と家族政策」では、スウェーデンでの家族政策の
歴史とその背景を概観し（第１章）、近年の結婚・家族の変容を家族政策と生活実態の関連
から分析し（第２章）、婚外の父子関係を父性確定制度・養育法制・養育手当制度から捉え
（第３章）、後期近代社会における結婚・家族関係のあり方について考察した（第４章）。 
 第二部の「スウェーデンにおける離別後の養育訴訟の実証的研究」では、現行の養育規
定や養育裁判に関する機構を概観し（５章）、「子どもの最善」という視点が養育訴訟でど
のように具体的に適用されているかを地方裁判所の養育訴訟の判決事例を通じて分析し、
「子どもの最善」の判断原則を析出した(６章)。DV ケースの判決では、＜現実の実親を知
ることが重要＞や＜養育意欲があれば良い父親＞という言説が暗黙裡に影響を及ぼし、子
どもへの保護よりも父子のつながりが優先されている実態を捉えた（７章）。裁判所に子ど
もの意思尊重の義務が課せられているが、子どもの意思尊重が実際には不充分であること
を指摘し（８章）、「子どもの最善」をめぐる父母間の対立軸を浮き彫りにし、対立の背景
を家族変容の関係から解明し (９章)、スウェーデンの養育訴訟に関する研究経過とその研
究から得られたで知見をまとめた（10 章）。 
 第三部の「スウェーデン研究からみた日本の家族政策」では、スウェーデンと日本の家
族政策を国際的観点から比較検討し（11 章）、両国での家族政策での違いが、いかに夫婦関
係に影響を及ぼしているかを調査研究から明らかにし(12 章)、最後に、家族法制からみた
日本の親子関係を、婚外出生の父子関係と離婚後の親権・監護法制から検討し、今後の改
革の方向性について提言を行った(13 章)。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、第一に、これまで給付を中心に議論されてきた家族政策に対して、養育訴
訟という視点から福祉国家の新たな切り口を提示し、家族政策の新たな方法を示したこ
とが高く評価される。第二に、養育訴訟の具体的ケースを素材にして、その背景を具体
的に記述した研究は、内外のスウェーデン研究にも存在しない。第三に、スウェーデン
の家族政策研究に依拠した日本の家族政策の特徴を明らかにし、改革のための道筋を明
示したことである。もちろん、歴史や文化の異なる社会を単純に比較しても、有効とは
言い難い。なぜ日本の家族政策は、スウェーデンの社会のように展開しないのかについ
ては、さらなる考察の余地が残されている。そのような課題が残されているが、本論文
が養育訴訟を素材にしてスウェーデンの家族政策研究に新たな展開を付加したことは間
違いない。 
以上により、審査委員会は本論文が博士（学術）の授与に値するものと認めた。 
  
 
